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要旨 

本稿では、大企業間での資本提携や経営統合が進むわが国の鉄鋼業界の動きが、企業間

の連携による規模の経済性の追及によるものか否かについて、生産構造を分析することに

よって検討を行った。分析においては、個々の企業の時系列データを鉄鋼業の分類（高炉、

電炉、特殊鋼、その他鉄鋼）ごとにプールし、包絡線分析（DEA）を適用した。本稿では、

DEA の 4 つのモデル（CCR モデル、DRS モデル、IRS モデル、BCC モデル）による各企業

の効率値の大小関係を統計的に分析することによって、生産の規模の経済性について検討

する方法を提案し、実証分析を行った。 

実証分析の結果によれば、わが国の鉄鋼業は全ての分類において収穫逓増の生産構造を

持っており、現在提携や経営統合を進めている高炉だけでなく、電炉、特殊鋼、その他鉄

鋼においても、今後資本提携や経営統合が進む可能性を示唆するものであった。 

キーワード：鉄鋼業、生産構造、包絡線分析（DEA）、規模の経済性 

                                                        
∗ 本稿は平成 13 年度外部研究プロジェクトの成果である。 
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1. はじめに 

近年のわが国の鉄鋼業界の動きを見ると、新日本製鉄と浦項総合製鉄（韓国）の資本提

携、NKK と川崎製鉄の経営統合1、NKK とティッセンクルップ（ドイツ）の自動車用鋼板

事業での技術提携、さらには、成立はしなかったが川崎製鉄とユジノール（フランス）の

資本提携といった、大企業間の連携とも呼べる動きが活発である。これは、冨浦（1994）

の指摘にもあるように、共同研究による新製品の開発や個々の企業が得意な部門に特化す

ることによる効率化など複数の企業の連携による規模の経済性の追求といった要因がある

のではないだろうか。もしもこの規模の経済性が鉄鋼メーカーの技術開発を含めた企業の

生産構造に基づくものであれば、このような動きは今後さらに活発化してゆくと考えられ

る。 

このような近年の動きについて経済学的な視点より分析を行う場合、以下の 2 点につい

て注意する必要があるだろう。その第 1 は、わが国の鉄鋼メーカーに限って見れば、連携

を進めようとしている企業は主に高炉と呼ばれる企業に集中しているという点である2。わ

が国の鉄鋼メーカーは、その生産方式と生産鋼種によって高炉、電炉、特殊鋼、その他鉄

鋼に分類されるが、この中で、高炉だけが連携を進めているとすれば、これは分類ごとの

生産技術の違いによるものかも知れない3。注意すべき第 2 点目は、わが国の鉄鋼メーカー

の多くが、1970 年代から続く労働の削減、80 年代の製鉄所の統廃合といった 1 企業として

の規模の最適化とも解釈可能な規模の縮小を行ってきた点である。このような企業の行動
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は、規模の経済性の存在とは逆に、最適な企業規模、言換えれば規模に関する収穫逓減の

存在を示唆するものである。また、生産構造の統計的な分析という面から見ると、このよ

うな縮小過程においては各企業が過剰な労働や資本を抱えながら生産を続けていたため、

インプットとアウトプットのデータが生産構造を反映していない可能性があり、注意が必

要である。 

本稿では、これらの注意点を考慮し、わが国の鉄鋼メーカーの生産技術を分析するに当

たっては、企業分類ごとに過剰な労働や資本を抱えて生産を行っていた可能性を考慮した

分析を行う。具体的な分析方法としては、個々の企業の時系列データを分類ごとにプール

したものに包絡線分析（Data Envelopment Analysis: 以下 DEA と呼ぶ）を適用する4。この分

析方法は、分析対象の中から最も効率的なインプットとアウトプットの関係、すなわちノ

ンパラメトリックな生産可能性フロンティア（以降、フロンティアと呼ぶ）を求め、フロ

ンティア上のサンプルを 1 と標準化することによって、各企業の各時点での生産構造の効

率性を評価する方法である5。この分析方法では、直接規模に関する経済性について統計的

な分析を行うことはできないが、後述するように規模に関して制約を課した 4 つのモデル

（CCR モデル、DRS モデル、IRS モデル、BCC モデル）を適用し各事業主体の効率値を求

め、その効率値の変化を比較することによって規模の経済性について検討することが可能

となる。 

本稿の構成は以下の通りである。次節では DEA の 4 つのモデルを用いた比較によって規
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模の経済性に関して検討可能であることを説明する。続けて 3 節では、具体的にわが国の

鉄鋼メーカーのデータを用いて、生産構造の規模の経済性について実証分析を行う。最後

に、4 節では 3 節の結果を踏まえて、わが国の鉄鋼メーカーの今後の動向について検討を行

う。 

 

2. DEA を応用した規模の経済性の検討 

DEA は、線形計画法によって構築されたフロンティアに基づいて各サンプルの効率性の

評価6を行う手法である。フロンティア上のサンプルは、最も効率的に生産を行っており、

その効率値を 1 とする。一方、フロンティアからの乖離が大きいサンプルほど非効率性が

高いことを意味し、その効率値は 0 に近づく。この効率性評価の基準となるフロンティア

は、後述するどのモデルを適用するのかによって規模の経済性についてあらかじめ仮定さ

れている。この規模の経済性に関する仮定が正しいか否かについては、DEA で構築される

フロンティアがノンパラメトリックな手法によって求められるため、通常回帰分析などで

行われるような統計的検定を行うことはできない。しかしながら、DEA には規模の経済性

に仮定に関して、規模に関する収穫一定を課した CCR モデル、収穫逓減を課した DRS モデ

ル、収穫逓増を課した IRS モデル、収穫可変を課した BCC モデルの 4 つが存在しており、

実際の生産構造とそれぞれのモデルで課されている規模の経済性の仮定が近ければ、各サ

ンプルのフロンティアからの乖離が小さくなり、平均的に効率値が高くなると考えられる。
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本稿では、このような関係を利用してそれぞれのモデルにおける効率値の大小関係を検討

することで規模に関する収穫について検討を行う。 

実際の生産構造と各モデルにおける効率値の平均値の大小関係については、次のような

例を考えれば明らかである。まず、1 インプット、1 アウトプットの生産活動を行う 3 つの

企業 A、B、C からなる産業について考える。これらの企業は全てフロンティア上のサンプ

ルであり、A、B、C の順で生産規模が大きいものとする。横軸をインプット、縦軸をアウ

トプットとした図に企業 A、B、C をプロットしたものが図 1 であり、左の列から順に実際

の生産構造が規模に関して収穫逓減、一定、逓増の場合となっている。図の中で各サンプ

ルを結ぶ直線は、それぞれのモデルにおいて推計される効率性を評価する基準となるフロ

ンティアである。 

生産構造が規模に関して収穫逓減である場合について考えると、CCR モデルによる効率

値は、全ての企業がフロンティア上にあるにもかかわらず、企業 B と C の効率値が 1 とな

らない。しかもその効率値は、生産規模が大きいほど CCR モデルよるフロンティアとの乖

離が大きくなるため、B、C の順で効率値は低くなる。IRS モデルを用いて効率性評価を行

った場合には、企業 C に関してのみ効率値が 1 より小さくなる。また、CCR モデルと比べ

た場合、企業 C の IRS モデルにおけるフロンティアからの乖離の方が小さくなるためその

効率値は大きくなる。DRS モデル、BCC モデルを用いて評価した場合には、全ての企業で

効率値が 1 となるため、各モデルにおける全ての企業の効率値の平均をとると、CCR、IRS、
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DRS または BCC の順で大きくなる。ただし、この例では、最も効率的なサンプルだけしか

例として取りあげておらず、例えば企業 A よりもインプットが大きくアウトプットが小さ

い非効率性をもつ企業 G が存在する場合には DRS よりも BCC における平均の方が大きく

なる。また、DRS よりも IRS の平均値が大きくなる例も考えることも可能だが、これは IRS

においてあるサンプルの非効率性の改善が大きいため平均が影響を受ける特殊なケースと

考えられる。よって、生産構造が収穫逓減である場合の効率値の平均の大小関係は 

CCRIRSDRSBCC >>≥  

となる。 

生産構造が収穫一定の場合には、図から明らかなようにどのモデルで効率性評価を行っ

ても企業 A、B、C の効率値は 1 となる。ただし、非効率なサンプル企業 G や企業 H を想

定すれば、効率値の平均の大小関係が次のようになるのは明らかであろう7。 

CCRIRS,DRSBCC ≥≥  

ここで DRS と IRS については、企業 G のようなサンプルがあるか企業 H のようなサンプル

があるかに依存しており、順序は明らかではない。 

生産構造が規模に関して収穫逓増である場合は、CCR モデルを用いて効率性を評価する

と、企業 A と B では効率値が 1 とはならない。DRS モデルでの評価も、CCR モデルとフロ

ンティアの形状は異なるが、効率値は影響を受けず、CCR と DRS の効率値の平均は等しく

なる。このような関係は IRS モデルと BCC モデルによる効率値にもあてはまる。ここで
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DRS と IRS を比較すると、企業 B の効率値は DRS の方が IRS に比べフロンティアからの乖

離が大きく、さらに、DRS では企業 B に加えて企業 A も非効率であると計測され、効率値

は小さくなる。平均値における大小関係は、CCR 及び DRS、IRS 及び BCC の順になる。た

だし、非効率な企業 H の存在も考慮すれば、企業 H によって CCR と DRS、IRS と BCC の

それぞれの効率値の平均の間に乖離が生じ、大小関係は、 

CCRDRSIRSBCC ≥>≥  

のようになる。 

以上のように、実際の生産構造に対応して各モデルで求めた効率値の平均に大小関係が

成り立つため、この大小関係を統計的に検定することによって生産構造が規模に関して収

穫一定なのか逓減なのか、それとも逓増なのかを判断することが可能となる。本稿では、

具体的な検定方法として平均値の差の検定および符合検定を行う。符号検定は、平均値の

差の検定と異なり、全てのサンプルの中で効率値が改善したサンプル数が有意に 5 割を超

えているかについて検定を行っている。 

平均値の差の検定8では、次の二つの大小関係について検定を行う。まず、第 1 の帰無仮

説は、BCC モデルによる効率値の平均値（ BCC ）と CCR モデルによる効率値の平均値

（CCR ）に関して、その差が 0 であるという仮説である。 

0:0 =−CCRBCCH  

この帰無仮説が採択されれば、生産構造が規模に関して収穫一定と考えることができるだ
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ろう。第 2 の帰無仮説は IRS モデルによる効率値の平均値（ IRS ）と DRS モデルによる効

率値の平均値（ DRS ）に差がないという仮説である。 

0:0 =− DRSIRSH  

この帰無仮説が上側で有意に棄却されれば生産構造が規模に関して収穫逓増、下側で有意

に棄却されれば規模に関して収穫逓減と考えることができる。 

符号検定では、IRS の効率値と DRS の効率値を比較して、その大小がランダム（0.5 の確

率）であるという仮説、つまり 

5.0)RSDIRS(P:H0 =≥  

という帰無仮説を検定している9。この仮説が上側で有意で棄却されれば規模に関して収穫

逓増、下側で有意で棄却されれば規模に関して収穫逓減と判断される。IRS と DRS の効率

値の大小関係以外については、BCC と CCR の平均値が常に最大または最小となり、大小関

係が入れ替わる確率がランダムであると考えることができないため、符号検定は行わない。

平均値の差の検定に加え符号検定を行う理由は、非効率性が大きく改善された外れ値の可

能性のあるサンプルが平均値の差に与える影響を考慮するためである。従って、符合検定

と平均値の差の検定において同様の結果が得られれば、その結果はより頑健なものと考え

ることができる。 
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3. 鉄鋼業における規模の経済性の検討 

本稿では、大手企業 51 社における 1963 年度から 1999 年度までの 37 年間のデータを用

い、分類ごとに DEA を適用して規模の経済性に関して検討を行った。分析対象である大手

企業 51 社の分類は表 1 の通りであり、高炉、電炉、特殊鋼、その他の各分類にそれぞれ 5

社、9 社、9 社、28 社の企業が存在する。各分類に属する企業数が少ないため、各企業の時

系列データをプールして分析を行っている。 

企業のインプットとしては固定資産合計と期末従業員数の 2 つを、アウトプットとして

は付加価値に相当する当期利益と人件費・福利厚生費の合計を用いている。これらのデー

タは「日経財務 上場企業会社本決算ファイル」から得られ、付加価値と固定資産合計に

関してはそれぞれ 1995 年を 100 とした国内卸売物価指数（基本分類別指数の鉄鋼）と総合

卸売物価指数（特殊分類需要段階別・用途別指数の資本財）で実質化している。いくつか

の企業で固定資産合計が 0 となっている年度があるため、その年度のデータは欠損値とし

ている10。 

表 2 が鉄鋼業の分類ごとに CCR、DRS、IRS、BCC モデルにおける効率値11の平均値をま

とめたものである。どの分類においても CCR における平均値が最も低く BCC における平

均値が最も高い点は同じであるが、CCR の平均値と BCC の平均値の差は特殊鋼、高炉、そ

の他鉄鋼、電炉の順に大きくなっている。 

BCC と CCR の平均値の差に関する検定の結果と IRS と DRS の平均値の差に関する検定
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の結果が、表 3 である。BCC と CCR の平均値の差に関する検定では、その差が 0 であると

いう帰無仮説はどの分類においても棄却され、生産技術が規模に関する収穫一定ではない

ことを示唆している。IRS と DRS の平均値の差に関する検定では、その差が 0 であるとい

う帰無仮説は電炉とその他鉄鋼において上側で棄却されており、電炉とその他鉄鋼では、

生産技術が規模に関して収穫逓増であると考えられる。一方、高炉と特殊鋼では、帰無仮

説は棄却されず、平均値の差の検定からは規模の経済性について統計的に有意な結論を得

ることはできなかった。 

IRS と DRS の差に関する符号検定の結果は表 4 に示すように、全ての分類において上側

で棄却されており、効率値が改善されるサンプルの比率から見れば、全ての分類で生産技

術が規模に関して収穫逓増を示す結果となった。平均値の差の検定と符号検定で結果が異

なった高炉と特殊鋼は、DRS モデルにおいて大きく効率値が改善するいくつかのサンプル

が検定結果に影響を与えている可能性が考えられる。 

 

4. 結論 

本稿では、鉄鋼業の各分類における規模の経済性について DEA の各モデル（CCR、DRS、

IRS、BCC）で求めた効率値の大小関係と実際の生産構造の規模の経済性の対応関係をもと

に分析を行った。平均値の差の検定を用いた検定結果では、全ての分類において規模に関

して収穫一定という仮説は棄却されるものの、収穫逓増か収穫逓減かについては高炉とそ
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の他鉄鋼では統計的に有意な結果は得られなかった。しかしながら、符号検定によれば、

全ての分類で規模に関して収穫逓増を支持する結果が得られた。結果が異なる高炉とその

他鉄鋼については、平均値の差の検定が DRS において効率値が大きく改善されるサンプル

（外れ値）に影響を受けている可能性を考慮して、本稿では符号検定の結果を採用して規

模に関して収穫逓増であると考える。 

以上の分析結果より、わが国の鉄鋼業は全ての分類において収穫逓増の生産構造を持っ

ており、現在提携や経営統合を進めている高炉だけでなく、電炉、特殊鋼、その他鉄鋼に

おいても、今後提携や経営統合が進む可能性が示唆される。もちろん、わが国で高炉にお

いてのみ提携や経営統合が進んでいる理由には、近年の中国や韓国における鉄鋼業の急成

長12による国際競争の激化13といった面もあり、海外の鉄鋼メーカーのデータを含めた規模

の経済性に関する分析を行うことが重要かも知れない。この点については今後の課題とし

たい。また、高炉に属する川崎製鉄と特殊鋼に属する日本冶金工業が、現在、企業提携を

模索している。このような連携は、規模の経済性だけでなく範囲の経済性の存在を示唆す

るものであり、今後このような観点からも鉄鋼業の生産構造を検討する必要があると考え

られる。 
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補論 1：回帰分析 

企業ごとの技術の違いを考慮して生産構造を分析するには、企業ごとの時系列データを

もとに生産関数を推計すればよい。しかしながら、特定の企業が過剰な労働や資本といっ

た非効率を抱えたまま生産を続けているならば、生産関数の推計によって得られたパラメ

ーターは意味のないものとなる。この補論では、各企業の時系列データを用いて

Cobb-Douglas 型の生産関数を推計し、実際に生産技術をうまく推計できるか追加的に検討

している。 

推計は以下の 2 つの基準に従った。第 1 に、誤差項に 1 階の自己回帰過程を仮定したモ

デルを推計したとき、推計された自己回帰係数の t 値が有意であれば 1 階の自己回帰過程を

仮定したモデルを採用し、t 値が有意でなければ誤差項に 1 階の自己回帰過程を仮定しない

モデルを採用した。これは、通常最小二乗法で推定した場合に得られるダービン・ワトソ

ンの値から系列相関について帰無仮説を棄却も採択もできないケースが多く見られたため

である。第 2 は、自由度修正済み決定係数が最大となるモデルを選択した。これは、資本

や労働の係数が有意に推定されないケースが多く見られたためである。 

上記の基準に従って推計した結果は、分類ごとに表 5、表 6、表 7、表 8 に示されている。

この結果を見ると、大きく 2 つの問題を指摘することができる。1 つ目の問題点は、選ばれ

た変数が資本と労働のどちらか一方であるケースが多く見られる点である。資本のみが生

産に寄与しているという結果が得られた企業は、高炉では 5 社すべて、電炉では 7 社、特
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殊鋼では 6 社、その他鉄鋼では 13 社の計 31 社ある。一方、労働のみが生産に寄与してい

るという結果が得られた企業は特殊鋼に 1 社、その他鉄鋼に 3 社の計 4 社である。両方の

インプットが生産に寄与しているという結果が得られた企業は、電炉に 2 社、特殊鋼に 2

社、その他鉄鋼に 12 社の計 16 社にとどまり、半数にも達していない。工場や機械設備と

いった資本や労働投入の変化が付加価値に影響を与えない、通常の生産関数であると判断

しがたい結果である。第 2 の問題点は、推計された資本や労働のパラメーターが負になっ

ているという問題である。理論的に想定されるパラメーターの符号は正であるにもかかわ

らず、実際に推計された結果を見ると、特殊鋼で 2 社、その他鉄鋼で 7 社の計 9 社でパラ

メーターが負に推計されている。特に北越メタルではいずれのパラメーターも負に推計さ

れている。 

推計においてこれらのような問題が生じるのは、各企業が過剰な労働や資本を抱えたま

ま生産を続けてきたからではないかと考えられる。鉄鋼業では 1970 年代から労働者の削減

が始まっており（田原、1978）、80 年代になると今井（1994）や鉄鋼倶楽部編（1991）が指

摘するように、固定費の削減を目指した高炉の休止、さらには製鉄所の統廃合と過剰施設

の削減、同時に閉鎖した製鉄所の労働者を解雇を行ってきた。このような資本や労働の調

整は、実際には円滑に行われず、常に過剰な資本や労働を抱えて生産を続けていた結果が

問題を含んだ生産関数の推計結果の原因であると考えられる。 
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補論 2：DEA 

刀根 (1993) によると、包絡線分析では、各事業主体（サンプル）を DMU (Decision Making 

Unit) と呼び、M 個の要素を投入し、S 個の要素を産出している N 個の DMU を考える。こ

のとき Charnes et al. (1978) によって提案された DEA の最も基本的なモデルである CCR モ

デルでは、第 i 番目の iDMU  の効率値は、 

0λ
Yλy
Xλx.t.s

min

i

i

≥
≤
≥θ
θ

λ

 

ix ･･････ iDMU の 1M× の投入要素ベクトル 

iy ･･････ iDMU の 1S× の産出要素ベクトル 

X ･･････全 DMU の NM× の投入要素マトリクス 

Y ･･････全 DMU の NS× の産出要素マトリクス 

λ ･･････個々の DMU に対する 1N× のウェイトベクトル 

θ ･･････効率性指標 

の線形計画を解くことによって得られる。得られた効率値を *θ とすると、 1* =θ のとき効

率的であり、ゼロに近いほど非効率的であることを意味する。 

CCR モデルでは、λに非負の条件のみの制約が課されてきたが、λの存在範囲をより一

層限定することにより、規模の変化による効率性の変動を考慮したモデルとなる。それが、

Banker et al. (1984) によって提案された BCC モデルである。BCC モデルによる、 iDMU の
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効率値は、 

0λ
1eλ

Yλy
Xλx.t.s

min

i

i

≥
=
≤
≥θ
θ

λ

 

e ･･････すべての要素が 1 である N1× ベクトル 

を解くことによって得ることができる。BCC モデルにおけるλの線形結合の制約を緩和し

て 1 以上にすることで、 

0λ
1eλ

Yλy
Xλx.t.s

min

i

i

≥
≥
≤
≥θ
θ

λ

 

規模に関して収穫逓増となるケースを許容する IRS モデルになる。一方、λの線形結合に

関する制約を 1 以下とすれば、 

0λ
1eλ

Yλy
Xλx.t.s

min

i

i

≥
≤
≤
≥θ
θ

λ

 

となり、規模に関して収穫逓減となるケースを許容する DRS モデルになる。 

以上の 4 つのモデルにおける制約式は、生産可能性集合を DMU のアウトプットの線形結

合をもとに構成し、 iDMU の各インプットを一様にθ 倍に縮小したものが生産可能性集合

内にとどまることを課している。目的関数はこのインプットをθ 倍に縮小するときの最小縮

小率を求めている。このことから、これらのモデルでは現在のアウトプットを保証しイン
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プットを最小にする生産活動を求めていることになる。インプットを最小化することから

これらのモデルを入力指向型と呼ぶ。一方、それぞれのモデルに、現在のインプットを確

保して期待できる最大のアウトプットを求める出力志向型のモデルもある。 

 

 



 17

脚注 

 
1 経営統合は 2 段階で行われる予定である。まず 2002 年 10 月をめどに、共同持ち株会社を

設立し、NKK と川崎製鉄はその傘下に入る。次に 2003 年 4 月をめどに持ち株会社傘下の

両社を事業別に再編し、新しい鉄鋼会社やエンジニアリング会社などを設立する。 
 
2 川崎製鉄と日本冶金のステンレス事業での包括提携などもあるが，電炉メーカー、特殊鋼

メーカー、その他鉄鋼メーカーでは現在ほとんど連携が進んでいない。 
 
3 日本の鉄鋼業の分類に関しては、伊丹・伊丹研究室（1997）や一柳（1990）などを参考に

した。高炉は高炉（溶鉱炉）によって銑鉄、粗鋼、鋼材への加工といった生産工程を一貫

して行っており、電炉は電気炉によって炭素含有量が 0.7％未満の普通鋼を生産している。

特殊鋼は炭素含有量が 0.7％～1.7％の特殊鋼（構造用綱、工具鋼、バネ鋼、軸受鋼、ステン

レス鋼など）を生産しており、その他鉄鋼は主に高炉から買った鋼材を主に亜鉛鉄板、ブ

リキなど表面処理鋼板やパイプ類、建材製品、釘、針金などに 2 次・3 次加工している。 
 
4 各企業の生産関数を推計し、生産構造を検討するという接近方法も検討したが、望ましい

推定結果を得ることはできなかった。生産関数の推計結果については、補論 1 で検討して

いる。 
 
5 DEA による具体的な効率値の導出方法ついては補論 2 にまとめている。 
 
6 効率性の評価方法に関しては現在のアウトプットを保証してインプットを最小にする入

力指向型と、現在のインプットを確保してアウトプットを最大にする出力志向型がある。 
 
7 ここで企業 H は非効率性を持っているが、企業 C よりもインプットおよびアウトプット

が大きくなっているため、BCC モデルおよび DRS モデルを適用した場合に効率値が１と評

価されてしまう。 
 
8 あるモデルにおける効率値の平均、標本不偏分散、サンプル数をそれぞれ 1X 、 2

1S 、 1n 、

他のモデルにおける効率値の平均、標本不偏分散、サンプル数を 2X 、 2
2S 、 2n とする。こ

のとき、検定統計量は

2
2
21

2
1

21

nSnS

XXZ
+

−
= となり、帰無仮説のもとで漸近的に標準正規分

布に従う。詳しくは森棟（2000）を参照。 
 
9 IRS モデルと DRS モデルの効率値の差がプラスの符号となるサンプルの数を X とする。

X は帰無仮説のもとで、試行回数が n回、成功確率が 0.5 の二項分布に従って分布し、平均

が 2n 、分散が 4n となる。このとき、検定統計量は
( )

2
2

n
nXZ −

= となり、帰無仮説のもと

で漸近的に標準正規分布に従う。詳しくは、森棟（2000）を参照。 
 
10 企業ごとにサンプル数が異なる。 
 
11 鉄鋼業ではしばしばセーフ・ガードの発動によって生産制限が行われたという経緯があ

るため、入力指向型の効率値を求めている。 
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12 近年の韓国や中国の急成長を分析したものには、Jefferson (1990)、Sugimoto (1993)、D’Costa 
(1994)、Freng (1994)、Doms (1996)、Wu (1995, 2000)、Zhang and Zhang (2001)など数多くの

研究が存在する。 
 
13 海外の大手鉄鋼メーカーの多くは高炉を所有し生産を行っている。その結果、わが国の

鉄鋼メーカーで特に厳しい国際競争にさらされているのが高炉メーカーという状況となっ

ている。 
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（表 2）各分類の効率値の平均 

CCR IRS DRS BCC サンプル数
高炉 0.334 0.422 0.379 0.467 144
電炉 0.202 0.387 0.284 0.469 199
特殊鋼 0.125 0.150 0.190 0.215 278

その他の鉄鋼 0.114 0.259 0.152 0.297 783
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(表 3)平均値の差の検定結果 

BCC-CCR 3.357
*

9.926
*

3.869
*

16.308
*

IRS-DRS 1.063 3.498
*

-1.735 9.082
*

サンプル数 144 199 278 783
*は1％水準で有意であることを示す

高炉 電炉 特殊鋼 その他鉄鋼
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（表４）符号検定の検定結果 

サンプル数 141 196 275 776
IRSモデルの方が大きい数 89 136 167 683

統計量 2.833 * 5.429 * 3.719 * 21.18 *

*は1％水準で有意であることを示す

高炉 電炉 特殊鋼 その他鉄鋼
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.1
8
4
)

(1
.9
6
8
)

(2
.4
1
2
)

(2
.7
2
6
)

(2
0
.8
8
6
)

(2
1
.7
1
1
)

労
働

ρ
0
.0
9
3

0
.6
4
4

0
.8
5
6

0
.7
6
7

0
.7
6
5

0
.2
5
0

0
.5
6
2

(0
.9
9
0
)

(4
.5
5
2
)

(8
.0
9
2
)

(5
.0
3
4
)

(6
.8
4
0
)

(1
.3
3
4
)

(3
.7
2
6
)

決
定

係
数

0
.8
4
0

0
.6
7
6

0
.8
0
6

0
.8
1
6

0
.7
2
0

0
.8
3
3

0
.7
7
1

自
由

度
修

正
済

み
決

定
係

数
0
.8
2
8

0
.6
4
8

0
.7
9
5

0
.8
0
4

0
.7
0
3

0
.8
1
5

0
.7
5
6

D
W

対
数

尤
度

-
2
9
.7
7
6

-
2
4
.6
7
5

9
.0
5
5

2
0
.6
9
0

-
3
6
.3
1
2

-
2
4
.6
1
6

-
3
4
.3
2
5

サ
ン
プ
ル

数
3
0

2
6

3
6

3
6

3
5

2
2

3
2

 

中
山

製
鋼

所
東

京
製

鉄
定

数
3
.9
3
0

0
.4
3
7

(4
6
1
.7
1
7
)

(4
.2
6
2
)

資
本

0
.3
6
7

1
.3
1
3

(1
1
.9
8
3
)

(4
.7
1
1
)

労
働

0
.0
7
9

-
0
.4
7
1

(2
.8
3
0
)

(-
2
.2
5
6
)

ρ
0
.3
0
5

0
.0
4
8

(1
.2
7
5
)

(0
.2
5
6
)

決
定

係
数

0
.8
5
3

0
.5
6
1

自
由

度
修

正
済

み
決

定
係

数
0
.8
3
3

0
.4
9
6

D
W

対
数

尤
度

1
5
.4
9
6

-
3
5
.4
7
2

サ
ン
プ
ル

数
2
6

2
4
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）
は
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を
表
し
て
い
る
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（
表

7）
特
殊
鋼
の
推
計
結
果

 

三
菱

製
鋼

愛
知

製
鋼

東
北

特
殊

鋼
日

本
冶

金
工

業
日

本
高

周
波

鋼
業

大
同

特
殊

鋼
定

数
5
.9
6
1

6
.0
4
3

4
.0
7
2

1
.2
5
8

-
0
.9
1
5

-
1
.4
0
8

(4
.8
0
9
)

(3
.9
5
6
)

(3
2
6
.5
5
8
)

(8
.8
7
9
)

(-
9
.4
8
5
)

(-
0
.4
1
0
)

資
本

-
0
.1
2
2

-
0
.0
1
6

0
.0
4
6

0
.3
6
8

0
.7
2
0

0
.8
8
4

(-
0
.6
0
5
)

(-
0
.0
6
9
)

(2
.1
6
3
)

(8
.6
1
3
)

(2
1
.5
7
6
)

(1
.7
6
1
)

労
働

ρ
0
.8
8
9

0
.9
7
0

0
.8
9
2

0
.3
0
0

0
.1
7
1

0
.6
1
4

(1
0
.6
3
9
)

(2
9
.5
2
4
)

(1
4
.4
8
1
)

(1
.7
0
2
)

(0
.9
6
9
)

(4
.7
0
4
)

決
定

係
数

0
.6
9
5

0
.8
0
3

0
.6
4
8

0
.5
0
5

0
.6
1
6

0
.5
0
9

自
由

度
修

正
済

み
決

定
係

数
0
.6
7
6

0
.7
9
1

0
.6
7
6

0
.4
6
6

0
.5
8
3

0
.4
7
9

D
W

対
数

尤
度

0
.3
2
8

1
0
.7
9
0

1
1
.4
5
6

-
3
4
.2
3
3

-
1
9
.6
8
8

-
2
3
.1
2
4

サ
ン
プ
ル

数
3
6

3
6

2
9

2
8

2
6

3
6

 
日

本
金

属
工

業
日

立
金

属
日

本
金

属
定

数
2
.8
7
3

-
1
3
.1
9
4

-
2
3
.0
3
0

(1
5
.6
5
8
)

(-
3
.1
0
2
)

(-
2
.1
3
4
)

資
本

0
.5
5
4

0
.6
1
1

(6
.1
6
5
)

(1
.6
8
4
)

労
働

0
.0
8
7

1
.6
2
2

3
.3
3
8

(2
.3
4
7
)

(3
.3
5
2
)

(2
.1
4
0
)

ρ
0
.0
8
8

0
.3
6
9

0
.5
4
2

(0
.5
3
5
)

(2
.3
9
0
)

(2
.3
9
9
)

決
定

係
数

0
.5
3
6

0
.7
9
5

0
.3
4
0

自
由

度
修

正
済

み
決

定
係

数
0
.5
0
0

0
.7
7
5

0
.2
7
9

D
W

対
数

尤
度

-
3
8
.9
5
1

-
1
.2
4
8

-
2
7
.3
3
3

サ
ン
プ
ル

数
2
9

3
6

3
6
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）
は
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を
表
し
て
い
る
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（
表

8）
そ
の
他
の
鉄
鋼
の
推
計
結
果

 大
和

重
工

関
東

特
殊

鋼
中

央
電

気
工

業
川

口
金

属
重

工
高

砂
鉄

工
栗

本
鉄

工
所

定
数

1
.2
2
1

1
.7
2
1

3
.1
9
9

0
.8
2
0

3
.0
2
5

3
.5
9
2

(4
.8
2
0
)

(1
8
.3
6
3
)

(4
.5
4
9
)

(0
.8
1
8
)

(3
.1
9
8
)

(5
.3
2
1
)

資
本

0
.1
4
1

0
.1
5
4

0
.2
4
4

0
.3
4
5

0
.4
4
7

0
.5
4
2

(1
.3
5
5
)

(4
.6
0
1
)

(1
.3
1
1
)

(1
.2
3
5
)

(2
.0
4
2
)

(4
.4
4
6
)

労
働

ρ
0
.5
0
0

0
.2
1
3

0
.8
5
5

0
.3
8
0

0
.6
9
9

0
.9
1
4

(3
.4
3
8
)

(1
.2
0
5
)

(7
.7
7
6
)

(2
.4
8
1
)

(5
.8
6
3
)

(1
1
.8
0
1
)

決
定

係
数

0
.5
4
6

0
.4
9
2

0
.7
7
5

0
.2
1
6

0
.6
2
1

0
.9
4
4

自
由

度
修

正
済

み
決

定
係

数
0
.5
1
2

0
.4
4
8

0
.7
6
1

0
.1
6
9

0
.5
9
8

0
.9
4
0

D
W

対
数

尤
度

-
2
0
.8
6
5

-
1
5
.0
9
8

5
.3
5
2

-
4
3
.7
2
1

1
9
.5
5
3

3
3
.7
1
0

サ
ン
プ
ル

数
3
0

2
6

3
6

3
6

3
6

3
6

 

メ
タ
ル
ア
ー
ト

モ
リ
工
業

日
本
鋳
造

旭
テ
ッ
ク

日
本
パ
イ
プ
製
造

日
本
精
線

定
数

2
.3
9
4

0
.3
6
7

-
0
.8
9
7

-
0
.4
2
2

-
0
.9
1
0

-
2
.8
4
4

(1
.7
9
0
)

(0
.9
3
1
)

(-
3
.2
8
4
)

(-
1
.7
6
2
)

(-
0
.4
2
9
)

(-
2
6
.8
6
4
)

資
本

0
.5
4
8

0
.5
1
8

0
.7
1
5

0
.7
3
1

0
.7
4
8

1
.2
4
5

(1
.4
8
6
)

(5
.9
3
2
)

(9
.2
9
1
)

(1
0
.5
9
3
)

(1
.4
1
9
)

(3
7
.9
0
9
)

労
働

ρ
0
.8
7
9

0
.2
3
4

0
.3
3
3

0
.4
3
7

-
0
.0
2
1

(7
.7
9
0
)

(1
.3
3
3
)

(2
.0
5
0
)

(1
.6
0
9
)

(-
0
.0
9
9
)

決
定
係
数

0
.5
9
6

0
.6
5
8

0
.5
0
3

0
.6
8
0

0
.0
5
9

0
.7
2
1

自
由
度
修
正
済
み
決
定
係

数
0
.5
6
7

0
.6
3
3

0
.4
6
7

0
.6
6
0

0
.0
3
0

0
.7
0
2

D
W

1
.8
3
4

対
数
尤
度

8
.8
2
8

-
1
2
.9
2
3

-
3
1
.4
8
3

-
1
9
.2
2
1

-
4
8
.5
4
7

-
2
5
.7
0
5

サ
ン
プ
ル
数

3
1

3
0

3
1

3
5

3
4

3
3
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丸
一

鋼
管

日
本

電
工

日
本

鋳
鉄

管
日

本
鍛

工
北

越
メ
タ
ル

大
同

鋼
板

定
数

-
3
.0
1
8

1
1
.1
8
7

8
.6
8
9

3
.0
7
0

7
6
.6
4
5

5
.4
8
0

(-
3
.5
1
0
)

(2
.9
9
5
)

(1
.5
7
0
)

(1
8
0
.9
3
5
)

(6
1
5
.8
8
9
)

(2
1
.6
4
1
)

資
本

1
.3
7
8

-
2
.1
5
5

-
0
.0
4
3

(8
.5
4
3
)

(-
2
.7
0
1
)

(-
1
.0
9
4
)

労
働

-
1
.2
5
6

-
1
.0
9
0

0
.0
9
9

-
1
1
.1
9
1

0
.0
7
4

(-
2
.2
9
6
)

(-
1
.1
8
7
)

(2
2
.3
4
4
)

(-
2
2
.6
7
8
)

(4
.4
1
7
)

ρ
0
.3
3
2

0
.2
2
9

0
.9
6
4

-
0
.1
5
1

0
.5
9
8

(2
.0
1
7
)

(1
.4
1
6
)

(2
4
.5
1
4
)

(-
0
.6
1
7
)

(3
.2
4
4
)

決
定
係
数

0
.8
0
5

0
.2
2
0

0
.8
2
1

0
.5
6
2

0
.8
3
7

0
.6
6
7

自
由
度
修
正
済
み
決
定
係

数
0
.7
9
3

0
.1
7
4

0
.8
1
0

0
.4
8
9

0
.7
8
9

0
.6
1
6

D
W

1
.8
1
0

対
数
尤
度

-
1
4
.0
9
2

-
4
5
.1
4
6

3
.9
1
7

2
0
.8
6
6

-
1
1
.0
9
2

2
0
.9
0
8

サ
ン
プ
ル
数

3
6

3
7

3
6

1
5

1
4

1
6

 

虹
枝

淀
川
製
鋼
所

日
本
重
化
学
工
業

東
洋
鋼
鈑

中
央
可
鍛
工
業

日
鉄
鋼
管

定
数

4
.9
5
2

3
.9
6
9

-
4
.8
8
0

7
.5
5
9

6
.7
4
9

2
.9
7
7

(5
.4
0
8
)

(6
.9
9
7
)

(-
1
.5
9
7
)

(6
8
.9
7
4
)

(1
.3
8
3
)

(1
5
.6
5
9
)

資
本

-
0
.3
8
9

0
.3
3
1

0
.3
4
9

0
.3
7
3

0
.4
4
4

0
.4
7
2

(-
2
.3
8
6
)

(3
.4
6
1
)

(1
.4
9
0
)

(1
.2
8
0
)

(5
.0
3
2
)

(1
1
.5
4
9
)

労
働

0
.0
9
5

0
.1
1
7

0
.7
5
6

-
0
.7
6
9

-
0
.9
9
9

0
.0
7
9

(1
.9
2
3
)

(4
.9
2
5
)

(1
.9
8
9
)

(-
3
.4
3
7
)

(-
1
.2
3
4
)

(3
.0
2
0
)

ρ
0
.9
5
9

0
.5
9
5

(2
0
.1
5
3
)

(4
.1
5
2
)

決
定
係
数

0
.7
8
9

0
.9
5
8

0
.1
6
0

0
.5
5
9

0
.4
7
5

0
.8
5
9

自
由
度
修
正
済
み
決
定
係

数
0
.7
1
8

0
.9
5
4

0
.1
1
0

0
.5
1
7

0
.4
3
8

0
.8
4
8

D
W

2
.6
4
0

1
.6
2
2

1
.9
4
8

1
.4
2
8

対
数
尤
度

9
.4
9
8

4
1
.2
4
3

-
4
6
.1
6
4

-
1
7
.3
6
6

4
.0
8
5

1
7
.8
2
5

サ
ン
プ
ル
数

9
3
6

3
6

3
5

3
1

2
7
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東
京
シ
ャ
リ
ン
グ

自
動
車
鋳
物

T
D
F

日
亜
鋼
業

定
数

2
.5
7
8

1
.7
6
0

-
6
.2
3
0

3
.5
0
3

(1
1
7
.9
0
6
)

(7
.1
9
1
)

(-
1
4
.9
4
7
)

(1
8
.0
8
0
)

資
本

0
.5
4
2

0
.6
5
8

1
.0
8
7

0
.1
1
7

(4
.8
3
2
)

(1
3
.2
8
8
)

(2
.7
3
4
)

(2
.9
6
7
)

労
働

0
.1
9
9

0
.0
4
4

0
.5
7
7

0
.0
9
5

(4
.1
9
7
)

(1
.3
8
9
)

(2
.2
9
0
)

(3
.2
9
1
)

ρ
0
.9
0
0

0
.4
1
5

0
.4
2
4

(1
3
.2
6
3
)

(2
.8
2
0
)

(2
.0
4
6
)

決
定
係
数

0
.8
3
8

0
.8
7
7

0
.6
4
9

0
.7
7
4

自
由
度
修
正
済
み
決
定
係

数
0
.8
1
5

0
.8
6
8

0
.6
1
2

0
.7
3
8

D
W

2
.1
8
7

対
数
尤
度

1
.3
1
7

2
.6
1
4

-
3
4
.9
8
4

2
8
.2
5
8

サ
ン
プ
ル
数

2
6

2
9

3
2

2
3
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図 1 生産構造、フロンティアと効率性の関係 
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